
貸 付 金 の 種 類 利 率 償 還 期 間 （ 据 置 期 間 ）

国公立 月額 27,000円以内

私 立 月額 45,000円以内

国公立 月額 31,500円以内

私 立 月額 48,000円以内

国公立 月額 67,500円以内

私 立 月額 93,500円以内

国公立 月額 71,000円以内

私 立 月額 108,500円以内

修士課程 月額 132,000円以内

博士課程 月額 183,000円以内

国公立 月額 27,000円以内

私 立 月額 45,000円以内

国公立 月額 67,500円以内

私 立 月額 89,000円以内

国公立

私 立

64,300円以内

81,000円以内

150,000円以内

410,000円以内

430,000円以内

272,000円以内 5年以内（卒業後6か月）

修 業 資 金 20年以内（卒業後1年）

事業開始資金 7年以内（1年）

事業継続資金 7年以内（6か月）

技能習得資金 20年以内（卒業後1年）

就職支度資金 6年以内（1年）

介護 500,000円以内

医療 340,000円以内

転 宅 資 金 260,000円以内 3年以内（6か月）

結 婚 資 金 330,000円以内 5年以内（6か月）

※1 修学・就学支度資金は、自宅通学の場合の限度額です。私立の学校に入学した場合や自宅外通学の場合などは別

    途規定による加算ができます。（小・中学校を除く）

    大学、短期大学、高等専門学校、専門学校に通学される方を対象に、授業料の減免や給付型奨学金を受けられる

   「高等教育の修学支援新制度」があります。詳しくは、在学中の高等学校又は日本学生支援機構にお問い合わせ

    ください。

※2 利率欄が「無利子」の資金は連帯保証人の有無にかかわらず無利子です。

※3 利率欄が「年1.0％又は無利子」の資金は、連帯保証人がいない場合は1.0％、連帯保証人がいる場合は無利子で

    す。

※4 生活資金のうち、医療又は介護保険法に規定する保険給付サービスを受けている期間又は失業による貸付は5年

    以内、ひとり親家庭となって7年未満による貸付は8年以内となります。母子家庭の母又は父子家庭の父となって

    7年未満の生活安定期間中の養育費取得に係る裁判に要する費用については、12月相当1,296,000円を限度とする

    一括貸付ができます。

※5 生活福祉資金の貸付を受けている方は、本貸付制度の貸付対象になりません。また、本資金を優先して利用する

    必要があります。

※6 住宅資金は、新規取得や災害による特別な場合は、限度額は200万円となり、7年以内（据置6か月）の償還期間

    となります。

審査の結果、貸付けの目的を達成することが困難と認められる場合や、事業計画・償還計画が適切でないと認められ

る場合は、貸付けを受けられないことがあります。

住 宅 資 金

※6

医療介護資金

生 活 資 金

※5

大学院

修業施設

月額 68,000円以内

(技術習得期間中141,000円以内)

月額 114,000円以内

就学支度資金

（公立の場合）

※1

小学校（所得税非課税の方のみ）

中学校（所得税非課税の方のみ）

高校

専修学校（高等課程・一般課程）

大学・短大・専修学校専門課程・高専

1,500,000円以内

母子福祉資金・父子福祉資金・寡婦福祉資金の内容

貸 付 の 限 度 額

高 校

高 専

短 大

修 学 資 金

※1

高等課程

大 学

大 学 院

無利子

※2

5年以内（卒業後6か月）

小学校・中学校については、1

年以内（入学後6か月）

その他は、同時貸付の修学・

修業資金と同じ期間

（卒業後6か月）

月額 54,000円以内

専門課程

一般課程

6年以内（6か月）

専

修

学

校

3,580,000円以内

1,790,000円以内

月額 68,000円以内

110,000円以内

20年以内（6か月） ※4

年1.0％

又 は

無利子

※3

5年以内

（治療・介護後6か月）

国公立の場合

   借りた期間の3倍

私立の場合

   借りた期間の4倍

  （卒業後6か月）


